
小論文頻出テーマ別攻略テンプレート集

（20 種類） 

📋 テンプレートの使い方 

各テンプレートの【】内を具体的な内容に置き換えてください。文字数は 800 字を基準

としていますが、制限に応じて調整可能です。 

基本の 3 段構成： 

• 序論：問題提起・立場表明（全体の 20%） 

• 本論：論証・根拠提示（全体の 60%） 

• 結論：まとめ・提案（全体の 20%） 

 

🏛 【社会問題・時事系】（8 種類） 

1. 少子高齢化問題 

【序論：現状認識・立場表明】 

我が国は世界で類を見ない速度で少子高齢化が進行し、2025 年には団塊の世代

が 75 歳以上となる「2025 年問題」に直面している。この深刻な社会問題に対

し、私は【具体的な解決策・アプローチ】が最も重要であると考える。以下、

その理由を述べる。 

 

【本論 1：現状分析・原因究明】 

まず、少子高齢化の現状と原因を整理する必要がある。厚生労働省の統計によ

ると、【具体的な数値・データ】という深刻な状況にある。この背景には、

【経済的要因】【社会的要因】【文化的要因】という複合的な要因が存在す

る。 

 



特に【重要だと思う要因】は見過ごすことができない。【具体例・事例】にみ

られるように、【詳細な分析・影響】が若い世代の価値観や行動に大きな影響

を与えている。 

 

【本論 2：解決策の提示・論証】 

この問題を解決するためには、【提案する解決策 1】が不可欠である。【先進

事例・海外の取り組み】では、【具体的な政策・制度】により【成果・効果】

を上げている実績がある。 

 

さらに【提案する解決策 2】も重要である。【根拠・理由】に基づき、【具体

的な実施方法・プロセス】を通じて【期待される効果】を実現できると考え

る。 

 

【本論 3：実現可能性・課題への対応】 

これらの解決策の実現には【想定される課題・障害】という困難も予想され

る。しかし、【課題克服の方法・対策】により、段階的な改善は十分可能であ

る。重要なのは【実現のポイント・成功要因】である。 

 

【結論：まとめ・将来展望】 

以上のことから、少子高齢化問題の解決には【総合的なアプローチ・長期的視

点】が必要である。【具体的な行動・政策】を通じて、持続可能な社会システ

ムの構築を目指すべきである。私たち一人ひとりが【個人レベルでできるこ

と】を実践し、【理想的な未来像】の実現に貢献していくことが重要である。 

記入のポイント： 

• 最新の統計データを必ず含める 

• 海外事例との比較を行う 

• 複数の解決策を段階的に提示 

• 個人・社会・政府それぞれのレベルで提案 

2. 環境・気候変動問題 

【序論：危機感・緊急性の提示】 

地球温暖化に伴う気候変動は、もはや将来の課題ではなく現在進行形の深刻な

問題である。【具体的な現象・被害例】が世界各地で報告される中、この地球



規模の課題に対して私は【自分の立場・提案する対策】が急務であると考え

る。 

 

【本論 1：現状の深刻さ・科学的根拠】 

気候変動の現状は予想を上回る速度で進行している。IPCC（気候変動に関する

政府間パネル）の報告によると、【具体的なデータ・予測】が示されている。

実際に【身近な変化・観察できる現象】からも、その影響を実感することがで

きる。 

 

このような変化の背景には【主要な原因・要因】がある。特に【重要だと考え

る原因】は、【詳細な分析・メカニズム】により環境に深刻な影響を与えてい

る。 

 

【本論 2：解決に向けた取り組み・事例】 

この課題に対する取り組みとして、【効果的だと思う対策 1】が重要である。

【先進国・企業・個人の成功例】では、【具体的な取り組み内容】により【定

量的な成果・効果】を上げている。 

 

また、【対策 2】も不可欠である。【技術革新・制度改革・意識変革】の観点

から、【具体的な方法・プロセス】を通じて持続可能な社会を実現できると考

える。 

 

【本論 3：個人・社会の役割】 

環境問題の解決は政府や企業だけでなく、私たち個人の行動変容も重要であ

る。【日常生活でできること】【消費行動の変化】【社会参加の方法】を通じ

て、【期待される効果・影響】を生み出すことができる。 

 

【結論：持続可能な未来への道筋】 

気候変動という人類共通の課題に対し、【科学技術・政策・市民参加】の三位

一体での取り組みが不可欠である。【短期的目標・長期的ビジョン】を設定

し、【具体的なアクション】を継続することで、持続可能な地球環境を次世代

に引き継ぐことができるはずである。 

3. 情報社会・デジタル化問題 

【序論：デジタル革命の現状認識】 



スマートフォンや AIの普及により、我々の生活は急速にデジタル化してい

る。この【デジタル化の進展・変化】は社会に大きな恩恵をもたらす一方で、

【懸念される問題・課題】も生じている。この情報社会の課題について、私は

【自分の見解・対策の方向性】が重要であると考える。 

 

【本論 1：デジタル化のメリット・可能性】 

デジタル技術の発達により、【具体的な恩恵・利便性】が実現している。【教

育・医療・ビジネス・コミュニケーションなどの分野】において、【具体例・

成功事例】のような革新的な変化が起きている。 

 

特に【注目すべき技術・サービス】は、【従来の課題・制約】を解決し、【新

たな価値・可能性】を創出している。これらの技術は【社会全体への影響・未

来への展望】を考える上で非常に重要である。 

 

【本論 2：デジタル格差・リスクの分析】 

しかし一方で、【デジタル格差・情報格差】という深刻な問題も存在する。

【高齢者・低所得層・地方など】において、【具体的な困難・不利益】が生じ

ている現状がある。 

 

さらに【プライバシー・セキュリティ・フェイクニュースなどの問題】も看過

できない。【具体的な被害・事例】にみられるように、【リスクの詳細・影響

範囲】は社会全体に及んでいる。 

 

【本論 3：解決策・バランスの取れたアプローチ】 

これらの課題を解決するためには、【デジタルリテラシー教育・格差是正・規

制とイノベーションのバランス】が重要である。【具体的な政策・取り組み

例】のような包括的なアプローチにより、【期待される効果・改善】を実現で

きると考える。 

 

【結論：デジタル社会の理想像】 

情報社会の発展は不可逆的な流れである。重要なのは【技術の恩恵を最大化・

リスクを最小化】するための仕組み作りである。【教育・政策・技術開発】の

三つの柱を軸として、【誰もが恩恵を受けられる社会・安心安全なデジタル環

境】を構築していくべきである。 

4. グローバル化・国際化問題 



【序論：グローバル化の進展と課題】 

経済、文化、情報があらゆる国境を越えて行き交う現代において、グローバル

化は避けることのできない潮流となっている。この【グローバル化の現象・影

響】について、私は【メリットとデメリットのバランス・対応策】を慎重に検

討する必要があると考える。 

 

【本論 1：グローバル化の恩恵・機会】 

グローバル化により、【経済成長・技術革新・文化交流・教育機会の拡大】な

どの恩恵がもたらされている。【具体的な成功例・データ】にみられるよう

に、【国際貿易・人的交流・情報共有】を通じて【社会全体の利益・発展】が

実現されている。 

 

特に【日本における恩恵・変化】として、【具体例・観察できる変化】があ

り、これらは【経済・文化・教育・技術】の分野で大きな価値をもたらしてい

る。 

 

【本論 2：グローバル化の負の側面・課題】 

しかし同時に、グローバル化は【経済格差・文化の均質化・労働問題・環境問

題】なども生み出している。【具体的な問題事例・データ】が示すように、

【特定の地域・産業・労働者】が不利益を被る現実もある。 

 

また【伝統文化の消失・アイデンティティの混乱・依存関係の拡大】といった

【より深刻な影響・長期的リスク】も懸念される。 

 

【本論 3：バランスの取れた国際化戦略】 

これらの課題に対応するためには、【保護主義ではない・開放性を保ちつつ】

【国内産業の保護・文化的独自性の維持・公正な競争環境の整備】が重要であ

る。【成功している国・地域の例】のような【具体的な政策・取り組み】を参

考に、【日本独自のアプローチ・戦略】を構築する必要がある。 

 

【結論：持続可能なグローバル化の実現】 

グローバル化は後戻りできない現実である以上、その恩恵を最大化し負の影響

を最小化する知恵が求められる。【多様性の尊重・相互理解・公正な制度設

計】を基盤として、【全ての人々が恩恵を享受できる・持続可能な国際社会】

の構築を目指すべきである。 



5. 働き方改革・労働問題 

【序論：働き方の変化と課題】 

長時間労働、過労死、ワークライフバランスの悪化など、日本の労働環境は長

年にわたって深刻な問題を抱えている。近年の働き方改革の動きを受けて、こ

の【労働問題・働き方の課題】に対し、私は【根本的な改革・新しいアプロー

チ】が必要であると考える。 

 

【本論 1：現在の労働問題・構造的課題】 

日本の労働環境の問題は根深く、【長時間労働・サービス残業・パワーハラス

メント・非正規雇用の拡大】などが複合的に絡み合っている。厚生労働省の調

査によると、【具体的なデータ・統計】が示されており、【労働者の健康・生

産性・幸福度】への深刻な影響が明らかになっている。 

 

この背景には【日本特有の雇用慣行・企業文化・社会的価値観】があり、特に

【重要だと思う要因】は【詳細な分析・具体例】のように労働環境の改善を困

難にしている。 

 

【本論 2：働き方改革の取り組みと効果】 

これらの課題に対する取り組みとして、【政府の働き方改革・企業の独自施

策・個人の意識改革】が進められている。【先進的な企業・成功事例】では、

【具体的な施策内容】により【労働時間短縮・生産性向上・従業員満足度向

上】などの成果を上げている。 

 

また【テレワーク・フレックスタイム・副業解禁】などの【新しい働き方・制

度】も普及しつつあり、【コロナ禍による変化・社会的受容】も追い風となっ

ている。 

 

【本論 3：真の働き方改革に向けた課題】 

しかし、現在の取り組みだけでは不十分な面もある。【形式的な改革・根本的

解決に至らない理由】として、【評価制度・組織文化・社会全体の意識】の変

革が追いついていないことが挙げられる。 

 

真の働き方改革を実現するためには、【人事評価の見直し・管理職の意識改

革・長期的な人材育成】など、【より根本的な取り組み・システムの変更】が

必要である。 



 

【結論：持続可能な労働社会の構築】 

働き方改革は単なる労働時間の短縮ではなく、【生産性・創造性・持続可能

性】を高める社会システムの構築である。【法制度・企業文化・個人の意識】

が三位一体となって変化することで、【全ての労働者が能力を発揮できる・健

康で豊かな社会】を実現できるはずである。 

6. 教育格差・教育問題 

【序論：教育格差の深刻化】 

現代日本において、家庭の経済状況や地域による教育機会の格差が拡大し、

「教育の機会均等」という理念が揺らいでいる。この【教育格差の問題・現

状】について、私は【教育の公平性確保・質の向上】が急務であると考える。 

 

【本論 1：教育格差の実態・要因分析】 

教育格差の実態は【塾・習い事・私立学校への通学率・大学進学率】などの統

計データに明確に現れている。文部科学省の調査によると、【世帯年収と学

力・進学率の相関データ】が示されており、【経済格差が教育格差に直結・世

代を超えた貧困の連鎖】という深刻な状況がある。 

 

この背景には【家庭の経済力・地域格差・情報格差・文化資本の差】などの複

合的要因が存在する。特に【最も深刻だと思う要因】は、【具体例・影響の詳

細】のように子どもたちの将来に大きな影響を与えている。 

 

【本論 2：格差解消の取り組み・可能性】 

教育格差の解消に向けて、【奨学金制度・無償化政策・ICT活用・地域連携】

などの様々な取り組みが行われている。【成功している自治体・学校の事例】

では、【具体的な施策内容】により【格差縮小・学力向上】の成果を上げてい

る。 

 

また【オンライン教育・AI 活用・個別最適化学習】などの【新しい技術・手

法】も、格差解消の可能性を秘めている。【具体的な活用例・効果】により、

【従来の制約・限界】を克服できると期待される。 

 

【本論 3：真の教育の質向上に向けて】 



しかし、格差解消だけでなく教育の質そのものの向上も重要である。【知識詰

め込み型から思考力重視へ・画一的教育から個性尊重へ・受動的学習から主体

的学習へ】という【教育の本質的変革・パラダイムシフト】が必要である。 

 

そのためには【教員の資質向上・カリキュラム改革・評価方法の見直し】な

ど、【教育システム全体の改革・長期的な取り組み】が不可欠である。 

 

【結論：全ての子どもの可能性を引き出す教育】 

教育格差の解消と教育の質向上は、【社会全体の持続的発展・民主主義の基

盤】に関わる重要な課題である。【経済支援・制度改革・技術活用・意識改

革】を総合的に推進し、【全ての子どもが能力を伸ばせる・多様な才能が開花

する社会】を実現していくべきである。 

7. 医療・福祉・介護問題 

【序論：超高齢社会の医療・介護課題】 

我が国は世界で最も高齢化が進んだ「超高齢社会」となり、医療・介護需要の

急増と担い手不足という深刻な問題に直面している。この【医療・福祉・介護

の危機】に対し、私は【持続可能な制度設計・多角的なアプローチ】が急務で

あると考える。 

 

【本論 1：医療・介護の現状と課題】 

高齢化の進行により、【医療費の増大・介護保険制度の財政圧迫・医療従事者

不足・介護人材不足】が深刻化している。厚生労働省の統計によると、【具体

的なデータ・将来予測】が示されており、現在の制度のままでは【制度の持続

可能性・サービスの質】に大きな問題が生じる可能性がある。 

 

特に【地域医療・在宅介護・認知症ケア・終末期医療】の分野では、【具体的

な課題・不足している資源】が顕在化しており、【患者・要介護者・家族】に

深刻な影響を与えている。 

 

【本論 2：解決に向けた取り組み・イノベーション】 

これらの課題に対し、【予防医療の充実・ICT・AIの活用・多職種連携・地域

包括ケア】などの取り組みが進められている。【先進的な自治体・医療機関の

事例】では、【具体的な施策・技術導入】により【効率化・質の向上・コスト

削減】を実現している。 

 



また【外国人介護士の受け入れ・ロボット技術の活用・家族介護支援】なども

重要な要素である。【具体的な成功例・効果】により、人材不足と質の確保を

両立できる可能性がある。 

 

【本論 3：持続可能な制度設計】 

しかし、技術的解決策だけでなく【制度設計・財源確保・社会全体の意識改

革】も重要である。【保険制度の見直し・税制改革・世代間負担の公平性】な

ど、【根本的な制度改革・長期的視点】に基づく取り組みが必要である。 

 

さらに【健康寿命の延伸・生涯現役社会・多様な働き方】を通じて、【支える

側と支えられる側の関係性・社会参加の在り方】を見直すことも重要である。 

 

【結論：共生社会の実現】 

医療・福祉・介護の問題は、単なる制度の問題ではなく【社会全体の在り方・

人間の尊厳・生きがい】に関わる根本的課題である。【技術革新・制度改革・

意識変革】を統合的に推進し、【誰もが安心して暮らせる・支え合いの精神に

基づく共生社会】を構築していくべきである。 

8. 多様性・共生社会 

【序論：多様性の時代と課題】 

現代社会では、性別、年齢、国籍、障害の有無、性的指向など、様々な違いを

持つ人々が共に生きている。この【多様性の拡大・社会の変化】に対し、真の

共生社会を実現するためには【包摂的な社会制度・意識変革】が不可欠である

と私は考える。 

 

【本論 1：多様性の現状と直面する課題】 

日本社会においても【外国人労働者の増加・LGBT+の権利問題・女性の社会進

出・障害者の社会参加・高齢者の活躍】など、多様性に関する課題が顕在化し

ている。内閣府の調査によると、【具体的なデータ・差別や偏見の実態】が明

らかになっており、【制度面・意識面】での改善が急務である。 

 

特に【最も深刻だと思う問題】については、【具体例・当事者の声・社会への

影響】のように、個人の尊厳と社会全体の発展に深刻な影響を与えている。 

 

【本論 2：多様性がもたらす価値・可能性】 



一方で、多様性は社会に大きな価値をもたらす。【イノベーションの創出・経

済効果・文化の豊かさ・社会の活力向上】などの恩恵が期待される。【多様性

を活かしている企業・地域の成功例】では、【具体的な取り組み・成果】によ

り、【生産性向上・創造性発揮・持続的成長】を実現している。 

 

また【異なる視点・経験・価値観】の交流により、【社会課題の新たな解決

策・より良い意思決定・相互理解の深化】が生まれる可能性もある。 

 

【本論 3：共生社会実現のための取り組み】 

真の共生社会を実現するためには、【法制度の整備・教育の充実・職場環境の

改善・地域コミュニティの活性化】が重要である。【先進的な取り組み事例】

のような【包摂的な制度設計・バリアフリーの推進・多文化共生の促進】によ

り、【全ての人が参加できる社会環境】を整備する必要がある。 

 

さらに【偏見や差別の解消・相互理解の促進・対話の機会創出】など、【意識

面での変革・文化的な変化】も不可欠である。 

 

【結論：多様性が力となる社会】 

多様性は社会の課題ではなく、成長と発展の原動力である。【制度・環境・意

識】の三つの側面から包括的に取り組むことで、【違いを認め合い・それぞれ

の能力が発揮される・誰一人取り残されない社会】を実現できるはずである。

それこそが真の豊かな社会の姿であると確信する。 

 

🎓 【教育・人材育成系】（4 種類） 

9. AI 時代に求められる人材・能力 

【序論：AI 時代の到来と人材像の変化】 

人工知能（AI）技術の急速な発展により、従来の職業や働き方が大きく変わろ

うとしている。この【AI 時代・第 4次産業革命】において、私は【人間だから

こその価値・AI協働能力】を持つ人材が求められると考える。 

 

【本論 1：AIの発展と労働市場への影響】 

AIの進歩により、【定型業務・データ処理・パターン認識】などの分野では、

人間の能力を上回る成果を上げている。経済産業省の予測によると、【具体的



な職業・業務の変化予測】が示されており、【代替される職業・新たに生まれ

る職業】の二極化が進むと考えられている。 

 

この変化は【製造業・サービス業・知識労働】の全分野に及び、【具体例・す

でに起きている変化】のように、働く人々の能力要件を根本的に変えている。 

 

【本論 2：AI 時代に重要となる人間の能力】 

AIが苦手とする【創造性・共感力・倫理的判断・複雑なコミュニケーション・

予測不可能な状況への対応】などは、むしろ人間の価値が高まる領域である。

【具体的な職業・業務例】において、これらの能力は【AIでは代替困難・人間

が優位性を持つ理由】として重要性を増している。 

 

特に【クリエイティビティ・エモーショナルインテリジェンス・システムシン

キング・ライフロングラーニング】などの能力は、【AI協働・複雑な問題解

決・イノベーション創出】において不可欠である。 

 

【本論 3：求められる教育・能力開発】 

これらの能力を育成するためには、従来の【知識詰め込み型・画一的教育・受

動的学習】から【思考力重視・個別最適化・主体的学習】への転換が必要であ

る。【先進的な教育機関・企業研修の例】では、【具体的な教育手法・プログ

ラム内容】により【新時代に適応した人材・スキル】の育成に成功している。 

 

また【文理融合・学際的学習・実践的課題解決・国際的視野】なども重要な要

素として挙げられる。 

 

【結論：人間と AIの共創社会】 

AI 時代において求められるのは、AIとの競争ではなく協働である。【人間の

創造性・AI の計算能力】を組み合わせることで、【従来不可能だった価値創

造・社会課題の解決】が可能になる。そのために必要な【学習力・適応力・人

間力】を身につけることが、これからの時代を生きる全ての人にとって重要で

ある。 

10. 大学教育の意義・あり方 

【序論：大学教育の意義への問い直し】 

大学進学率が 50%を超える現代において、「大学で何を学ぶのか」「大学教育

の価値は何か」が改めて問われている。この【大学教育の意義・役割】につい



て、私は【知識習得を超えた人間形成・社会への貢献能力育成】こそが真の価

値であると考える。 

 

【本論 1：現代の大学教育が直面する課題】 

現在の大学教育は【就職予備校化・実用性偏重・研究力低下・国際競争力の相

対的低下】などの課題を抱えている。文部科学省の調査によると、【具体的な

データ・国際比較】が示されており、【教育の質・学習成果・社会的評価】に

ついて見直しが求められている。 

 

また【学生の学習意欲・主体性・目的意識】の低下も指摘されており、【具体

例・現状の問題】のように、大学教育の実質的な効果が疑問視される状況もあ

る。 

 

【本論 2：大学教育の本来の価値・意義】 

しかし、大学教育の本来の価値は【単なる職業準備・資格取得】を超えたとこ

ろにある。【批判的思考力・論理的思考力・創造力・コミュニケーション能

力・倫理観】など、【人間としての総合的な能力・社会で活躍するための基

盤】を育成することが重要である。 

 

また【専門知識の深化・研究活動・学際的学習・多様な価値観との出会い】を

通じて、【知的好奇心・探究心・問題発見解決能力】を育むことも大学教育の

重要な機能である。 

 

【本論 3：理想的な大学教育の実現】 

これらの価値を実現するためには、【アクティブラーニング・課題解決型学

習・産学連携・国際化・多様性の確保】などの教育改革が必要である。【先進

的な大学・プログラムの例】では、【具体的な取り組み・教育手法】により

【学生の成長・社会からの評価向上】を実現している。 

 

また【教員の教育力向上・学習環境の整備・評価制度の改善・社会連携の強

化】も重要な要素である。 

 

【結論：生涯学習社会の中核としての大学】 

大学教育は【若者だけでなく・社会人・高齢者】も含めた生涯学習の中核的役

割を果たすべきである。【知識基盤社会・変化の激しい時代】において、【継

続的な学習・能力開発・知識更新】の場として、大学がより開かれた存在にな



ることが重要である。そのような大学こそが、真の社会的価値を創造できると

確信する。 

11. いじめ・学校教育問題 

【序論：いじめ問題の深刻さと教育課題】 

学校でのいじめは子どもたちの心身に深刻な影響を与え、時には生命に関わる

重大な問題となっている。この【いじめ・学校教育の課題】について、私は

【根本的な教育システムの見直し・人権教育の充実】が不可欠であると考え

る。 

 

【本論 1：いじめの現状と構造的問題】 

文部科学省の調査によると、いじめの認知件数は【具体的な数値・増減傾向】

を示しており、【ネットいじめ・集団無視・暴力・恐喝】など多様化・深刻化

している。この背景には【競争的教育環境・同調圧力・大人社会の反映・スト

レス社会】などの構造的問題がある。 

 

特に【最も深刻だと思う要因】は、【具体例・メカニズム・影響】のように、

子どもたちの人格形成と社会性の発達に深刻な影響を与えている。 

 

【本論 2：いじめ防止の取り組みと課題】 

いじめ防止に向けて【いじめ防止対策推進法・学校の組織的対応・スクールカ

ウンセラー・道徳教育】などの取り組みが行われている。【成功している学

校・地域の事例】では、【具体的な取り組み内容・システム】により【早期発

見・早期対応・再発防止】の成果を上げている。 

 

しかし【事後対応中心・根本的解決に至らない・隠蔽体質・被害者支援不足】

などの課題も残されており、より包括的なアプローチが必要である。 

 

【本論 3：根本的解決に向けた教育改革】 

いじめ問題の根本的解決には【人権教育・多様性教育・コミュニケーション能

力育成・共感力の向上】が重要である。【多様性を認め合う・違いを尊重す

る・協働する】文化を学校全体で育むことが必要である。 

 

また【教員の資質向上・学級運営力・カウンセリング能力・保護者連携・地域

連携】など、学校を取り巻く環境全体の改善も不可欠である。 

 



【結論：誰もが安心できる教育環境】 

いじめのない学校は【偶然の産物ではなく・意図的な取り組みの結果】であ

る。【人権意識・共感力・問題解決能力】を育む教育を通じて、【互いを尊重

し・支え合い・成長し合える】学校文化を創造することが重要である。そのよ

うな環境こそが、子どもたちの健全な成長と社会全体の発展につながると確信

する。 

12. 生涯学習・リカレント教育 

【序論：変化の時代と継続的学習の必要性】 

技術革新と社会変化のスピードが加速する現代において、学校教育で得た知識

だけでは社会の変化に対応することが困難になっている。この状況において、

私は【生涯学習・リカレント教育】が全ての人にとって不可欠であると考え

る。 

 

【本論 1：生涯学習の必要性・社会背景】 

現代社会では【技術革新・産業構造の変化・職業の多様化・人生 100 年時代】

により、【一度身につけた知識・スキルの陳腐化・新しい能力の必要性】が常

態化している。経済産業省の調査によると、【具体的なデータ・将来予測】が

示されており、【継続的な学習・能力開発・キャリアチェンジ】の重要性が高

まっている。 

 

特に【AI・デジタル技術・グローバル化・少子高齢化】などの変化は、【具体

例・影響を受ける職業・必要な対応】のように、従来の働き方や生き方を根本

的に変えている。 

 

【本論 2：生涯学習の現状と課題】 

日本の生涯学習参加率は【他国との比較・具体的数値】であり、【時間的制

約・経済的負担・情報不足・学習機会の限定】などの課題が参加を阻んでい

る。また【企業の人材育成投資・政府の支援制度・教育機関の対応】も他国と

比べて不十分な面がある。 

 

一方で【オンライン教育・企業内大学・社会人向けプログラム・資格取得支

援】など、新しい学習機会も生まれており、【具体例・成功事例】のような取

り組みが注目されている。 

 

【本論 3：生涯学習社会実現への方策】 



生涯学習社会の実現には【制度設計・環境整備・意識改革】が重要である。

【教育休暇制度・奨学金・税制優遇・柔軟な働き方】などの制度面での支援

と、【多様な学習形態・アクセスの改善・質の確保・成果の可視化】などの環

境整備が必要である。 

 

また【学習の価値認識・主体的学習態度・継続的成長マインド】など、【個

人・企業・社会全体】の意識改革も不可欠である。 

 

【結論：学習し続ける社会の実現】 

生涯学習は【個人の幸福・企業の競争力・社会の持続的発展】に直結する重要

な要素である。【誰もが・いつでも・どこでも】学習できる環境を整備し、

【学ぶ喜び・成長する満足・貢献する充実感】を全ての人が体験できる社会を

実現することが、変化の時代を生き抜く鍵となると確信する。 

 

🏢 【経済・経営系】（4 種類） 

13. 起業・ベンチャー・イノベーション 

【序論：イノベーション創出と起業の重要性】 

停滞する日本経済の活性化と新たな価値創造のために、起業・ベンチャー企業

によるイノベーションが注目されている。この【起業・イノベーション】につ

いて、私は【経済成長・社会課題解決・個人の自己実現】の観点から極めて重

要であると考える。 

 

【本論 1：日本の起業環境と課題】 

日本の起業率は【他国との比較・具体的数値】と低く、【リスク回避文化・失

敗への恐怖・資金調達の困難・規制の多さ・人材流動性の低さ】などが起業を

阻んでいる。経済産業省の調査によると、【具体的なデータ・起業に関する意

識調査】が示されており、【起業マインド・支援体制・成功事例】の不足が明

らかになっている。 

 

一方で【シリコンバレー・イスラエル・韓国】などでは、【具体的な支援制

度・成功例】により、【イノベーション創出・経済成長・雇用創出】を実現し

ている。 

 



【本論 2：起業・イノベーションの価値と可能性】 

起業・ベンチャー企業は【既存産業の変革・新市場の創出・雇用の創出・技術

革新の推進】において重要な役割を果たす。【具体的な成功企業・事例】で

は、【革新的なアイデア・技術・ビジネスモデル】により【社会課題の解決・

生活の質向上・経済価値の創造】を実現している。 

 

また【若い世代・多様な人材・グローバルな視点】を活かした起業は、【従来

の発想・制約・慣習】にとらわれない新しい価値を生み出す可能性を秘めてい

る。 

 

【本論 3：起業促進のための環境整備】 

起業を促進するためには【エコシステムの構築・資金調達の多様化・規制緩

和・人材育成・メンタリング】が重要である。【先進地域・成功している自治

体の例】では、【具体的な支援策・制度設計】により【起業率の向上・イノベ

ーション創出・地域活性化】を実現している。 

 

特に【大学・企業・政府・投資家】の連携による【包括的な支援体制・切れ目

のないサポート・失敗を恐れない文化】の醸成が不可欠である。 

 

【結論：イノベーション立国への道】 

起業・イノベーションは【経済の新陳代謝・社会の活力・国際競争力】の源泉

である。【チャレンジを称賛する・失敗から学ぶ・多様性を活かす】文化を社

会全体で育み、【誰もがアイデアを形にできる・挑戦が報われる・創造性が花

開く】環境を実現することが、日本の未来を切り拓く鍵となると確信する。 

14. 地方創生・地域活性化 

【序論：地方の課題と創生の必要性】 

人口減少、高齢化、産業空洞化により、多くの地方が存続の危機に直面してい

る。この【地方の衰退・東京一極集中】の問題に対し、私は【地域の独自性を

活かした・持続可能な地方創生】が日本全体の発展に不可欠であると考える。 

 

【本論 1：地方が直面する構造的課題】 

地方の課題は【人口減少・少子高齢化・産業衰退・インフラ老朽化・担い手不

足】など多岐にわたる。総務省の統計によると、【具体的なデータ・将来予

測】が示されており、【地域経済・コミュニティ・文化継承】に深刻な影響を

与えている。 



 

この背景には【東京一極集中・若者の流出・雇用機会の不足・生活利便性の格

差・情報格差】などの構造的要因があり、【具体例・地域の現状】のように悪

循環を生み出している。 

 

【本論 2：地方創生の成功事例・可能性】 

一方で、地方創生に成功している地域も存在する。【具体的な成功地域・事

例】では、【地域資源の活用・独自の取り組み・官民連携・住民参加】により

【人口増加・経済活性化・雇用創出・移住促進】を実現している。 

 

これらの成功要因として【リーダーシップ・ビジョンの明確化・地域ブランデ

ィング・イノベーション・ネットワーク形成】が挙げられ、【地域の特性・文

化・人材】を活かした独自の戦略が重要である。 

 

【本論 3：持続可能な地方創生の方策】 

真の地方創生を実現するためには【内発的発展・住民主体・産業振興・関係人

口の拡大】が重要である。【具体的な政策・取り組み】として、【起業支援・

移住促進・教育充実・デジタル化・文化振興】などの多角的なアプローチが必

要である。 

 

また【都市部との連携・広域連携・国の支援】も活用しながら、【地域間競争

ではなく・特色を活かした共生・相互補完】の視点が重要である。 

 

【結論：多様性ある国土の実現】 

地方創生は【単なる人口問題ではなく・国土の均衡発展・文化多様性の保持・

災害リスク分散】という観点からも重要である。【それぞれの地域が・独自の

魅力と価値を持ち・誇りを持って発展する】ことで、【豊かで多様な・持続可

能な社会】を実現できるはずである。 

15. 企業の社会的責任（CSR） 

【序論：企業と社会の関係変化】 

現代において、企業は利益追求だけでなく、社会や環境への責任も求められる

ようになっている。この【企業の社会的責任（CSR）・ESG経営】について、私

は【持続可能な社会実現・企業価値向上・ステークホルダーとの共創】の観点

から極めて重要であると考える。 

 



【本論 1：CSRが求められる背景・社会情勢】 

グローバル化、環境問題、格差拡大などの社会課題が深刻化する中で、【企業

の社会的影響力・責任の拡大・ステークホルダーの期待変化】が顕著になって

いる。投資家による【ESG投資・持続可能性評価・長期的価値創造】への関心

も高まり、【具体的なデータ・投資額の推移】のように、企業経営における重

要性が増している。 

 

また【消費者・従業員・地域社会】からも【企業の価値観・行動・貢献】への

関心が高まり、【具体例・企業への評価変化】のように経営に直接的な影響を

与えるようになっている。 

 

【本論 2：CSRの実践と企業価値への影響】 

CSRに積極的に取り組む企業は【ブランド価値向上・優秀な人材確保・顧客ロ

イヤルティ向上・リスク管理・イノベーション創出】などの恩恵を受けてい

る。【先進的な企業・成功事例】では、【具体的な取り組み内容・CSR活動】

により【財務的成果・社会的評価・持続的成長】を同時に実現している。 

 

特に【環境配慮・人権尊重・地域貢献・ガバナンス強化・サプライチェーン管

理】などの分野での取り組みが【企業競争力・持続可能性・社会的信頼】に大

きな影響を与えている。 

 

【本論 3：真の CSRと課題】 

しかし、単なる【広報戦略・イメージアップ・表面的な取り組み】ではなく、

【本業との統合・戦略的 CSR・価値創造との両立】が重要である。【グリーン

ウォッシュ・形式的対応・短期的思考】などの問題を避け、【本質的な社会価

値創造・長期的コミット・透明性の確保】が求められる。 

 

また【中小企業の CSR・業界全体の取り組み・政府の支援・国際的協調】など

も重要な課題である。 

 

【結論：共創による持続可能な社会】 

CSRは【企業と社会の対立概念ではなく・共創の機会・価値創造のプラットフ

ォーム】である。【経済価値と社会価値の両立・全てのステークホルダーとの

協働・持続可能な発展】を通じて、【企業の成長と社会の発展が・相互に支え

合う・好循環】を実現することが重要である。 



16. デジタル変革（DX）と社会変化 

【序論：デジタル変革の必要性と影響】 

あらゆる産業でデジタル技術を活用した変革（DX：デジタルトランスフォーメ

ーション）が進んでいる。この【デジタル変革・社会のデジタル化】につい

て、私は【競争力強化・社会課題解決・生活の質向上】において不可欠である

と考える。 

 

【本論 1：DXの現状と日本の課題】 

世界的に DXが加速する中、日本は【デジタル後進国・DX推進の遅れ・国際競

争力の低下】が指摘されている。経済産業省の調査によると、【具体的なデー

タ・他国との比較】が示されており、【企業のデジタル化・行政のデジタル

化・社会インフラのデジタル化】すべての面で課題を抱えている。 

 

この背景には【レガシーシステム・デジタル人材不足・変革への抵抗・投資不

足・縦割り組織】などの構造的問題があり、【具体例・コロナ禍での露呈した

課題】のように様々な場面で影響が現れている。 

 

【本論 2：DXがもたらす価値・可能性】 

一方で、DXに成功した【企業・自治体・国】では大きな成果を上げている。

【具体的な成功例・事例】において、【業務効率化・新サービス創出・顧客満

足度向上・コスト削減・意思決定の高速化】などの効果を実現している。 

 

また【AI・IoT・クラウド・ビッグデータ・5G】などの技術を活用すること

で、【従来不可能だった価値創造・社会課題の解決・生活の利便性向上】も可

能になっている。 

 

【本論 3：DX推進のための取り組み】 

DXを推進するためには【トップのコミット・組織文化の変革・人材育成・技術

基盤の整備・パートナーシップ】が重要である。【先進的な組織・成功してい

る取り組み】では、【具体的な戦略・実施方法・変革プロセス】により【デジ

タル化・効率化・競争力強化】を実現している。 

 

特に【デジタル人材の確保・リスキリング・アジャイルな組織運営・データ活

用文化・セキュリティ対策】などが成功の鍵となる。 

 



【結論：デジタルで豊かな社会の実現】 

DXは【技術導入が目的ではなく・人々の幸福・社会の発展が真の目的】であ

る。【人間中心・誰一人取り残されない・持続可能な発展】を軸として、デジ

タル技術を活用することで【より豊かで・便利で・公正な社会】を実現してい

くべきである。 

 

🎨 【文化・価値観系】（4 種類） 

17. 伝統文化の継承と現代化 

【序論：伝統文化の危機と継承の重要性】 

グローバル化と近代化の進展により、日本の伝統文化が失われる危機に直面し

ている。この【伝統文化の継承・現代への適応】について、私は【文化的アイ

デンティティの保持・現代的価値の創出・国際的魅力の向上】の観点から重要

であると考える。 

 

【本論 1：伝統文化の現状と継承の課題】 

多くの伝統文化が【後継者不足・需要の減少・生活様式の変化・経済的困難】

により存続の危機にある。文化庁の調査によると、【具体的なデータ・無形文

化財の状況】が示されており、【技術・知識・精神性】の継承が困難になって

いる。 

 

特に【工芸・芸能・祭り・食文化・建築】などの分野では、【具体例・消失の

危機・現状の問題】のように、貴重な文化遺産が失われる可能性が高まってい

る。 

 

【本論 2：伝統文化の価値と現代的意義】 

しかし、伝統文化は【過去の遺物ではなく・現代に生きる価値・未来への財

産】である。【美意識・職人技・精神性・コミュニティの絆・環境との調和】

など、現代社会が失いつつある重要な価値を含んでいる。 

 

【成功している継承・活用事例】では、【具体的な取り組み・現代化の工夫】

により【若者の関心・経済価値・国際評価】を獲得し、【持続可能な継承・新

たな発展】を実現している。 

 



【本論 3：継承と革新のバランス】 

伝統文化の継承には【本質の保持・時代への適応・創造的発展】のバランスが

重要である。【伝統の核心・変えてはいけないもの】を守りながら、【表現方

法・伝達手段・活用方法】を現代に合わせて革新することが必要である。 

 

【デジタル技術・SNS・体験型コンテンツ・国際発信】などを活用し、【若い

世代・国際社会・現代のライフスタイル】に訴求する工夫が求められる。 

 

【結論：文化創造国家への道】 

伝統文化の継承は【文化的多様性・国家のソフトパワー・地域の活性化・人間

の精神的豊かさ】に貢献する。【過去から学び・現在を豊かにし・未来を創造

する】視点で伝統文化を捉え直し、【誇りある文化創造国家】としての地位を

築いていくべきである。 

18. 若者の価値観・ライフスタイル 

【序論：変化する若者の価値観】 

現代の若者は、従来世代とは異なる価値観やライフスタイルを持つといわれて

いる。この【若者の価値観変化・世代間ギャップ】について、私は【時代の変

化への適応・新しい社会のあり方・多様な生き方の模索】として理解すべきで

あると考える。 

 

【本論 1：現代若者の特徴・価値観の変化】 

現代の若者は【安定志向・ワークライフバランス重視・多様性への理解・デジ

タルネイティブ・社会問題への関心】などの特徴を持つとされる。内閣府の調

査によると、【具体的なデータ・意識調査結果】が示されており、【仕事観・

人生観・社会観】において従来世代との違いが明らかになっている。 

 

この背景には【経済不安・社会の不確実性・情報化・グローバル化・価値観の

多様化】などの社会変化があり、【具体例・若者の行動・選択】にその影響が

現れている。 

 

【本論 2：若者の価値観の意義・ポジティブな側面】 

若者の価値観変化は【社会の進歩・新しい価値の創造・持続可能性への志向】

としてポジティブに評価できる面も多い。【環境意識・人権感覚・平等意識・

創造性・柔軟性】などは、【これからの社会・地球規模の課題・多様化する世

界】に適応した価値観といえる。 



 

【若者が主導する取り組み・成功事例】では、【具体的な活動・イノベーショ

ン・社会変革】により【従来の固定観念・既存システム・古い慣習】を変革

し、新しい価値を創造している。 

 

【本論 3：世代間理解と社会への提言】 

重要なのは【世代間対立ではなく・相互理解・協働】である。【若者の価値

観・従来世代の経験・それぞれの強み】を活かし、【建設的な対話・相互学

習・協力関係】を築くことが社会全体の発展につながる。 

 

また【若者の意見・アイデア・エネルギー】を社会の意思決定に反映させる仕

組みや、【多様な価値観・ライフスタイル・働き方】を受け入れる社会システ

ムの構築も必要である。 

 

【結論：多様性を活かす社会】 

若者の価値観変化は【社会の成熟・進歩の表れ・未来への適応】として捉える

べきである。【異なる世代・価値観・経験】を持つ人々が【互いを尊重し・学

び合い・協力し合う】ことで、【より豊かで・多様で・持続可能な社会】を実

現できるはずである。 

19. 国際理解・異文化共生 

【序論：多文化社会の到来と課題】 

グローバル化の進展により、日本にも多くの外国人が住み、働き、学ぶように

なった。この【多文化社会・異文化共生】について、私は【相互理解・多様性

の尊重・共生社会の構築】が日本社会の発展に不可欠であると考える。 

 

【本論 1：日本の多文化化の現状と課題】 

日本に住む外国人は【具体的な数値・増加傾向・出身国の多様化】を示してい

る。法務省の統計によると、【技能実習生・留学生・専門職・永住者】など

様々な立場の外国人が増加している一方で、【言語の壁・文化的摩擦・制度的

課題・偏見・差別】などの問題も生じている。 

 

特に【教育・医療・就労・住居】の分野では、【具体例・直面している困難・

支援の不足】のように、外国人住民が困難を抱えている現状がある。 

 

【本論 2：多文化共生の価値・可能性】 



しかし、多文化共生は【課題ではなく機会・社会の活力源・イノベーションの

源泉】である。【多様な視点・経験・スキル・ネットワーク】を持つ外国人住

民は、【労働力不足・地域活性化・国際化・創造性向上】に大きく貢献してい

る。 

 

【成功している自治体・企業・地域の事例】では、【具体的な取り組み・多文

化共生の工夫】により【地域の活性化・経済効果・文化的豊かさ・国際的評

価】を実現している。 

 

【本論 3：真の共生社会実現のために】 

真の共生社会を実現するためには【制度面・意識面・環境面】での包括的な取

り組みが必要である。【日本語教育・相談支援・情報提供・就労支援・子ども

の教育】などの実務的支援と、【偏見の解消・相互理解の促進・多様性教育・

交流機会の創出】などの意識改革が両輪として重要である。 

 

また【日本人側の国際理解・語学力向上・文化的感受性】の向上も不可欠であ

り、【一方的な同化ではなく・相互の学習・対等な関係性】を基盤とした共生

が求められる。 

 

【結論：豊かな多文化社会の実現】 

異文化共生は【日本社会の国際化・多様性の向上・創造性の発揮】に貢献する

貴重な機会である。【互いの文化を尊重し・学び合い・支え合う】関係性を築

くことで、【全ての住民が・国籍や文化的背景に関わらず・安心して暮らせる

社会】を実現できるはずである。 

20. メディア・情報リテラシー 

【序論：情報社会のメディアリテラシー】 

インターネットと SNSの普及により、誰もが情報の発信者・受信者となった現

代において、メディア・情報リテラシーの重要性が高まっている。この【情報

の取り扱い・メディアとの付き合い方】について、私は【民主的な社会・健全

な議論・個人の判断力向上】のために不可欠であると考える。 

 

【本論 1：情報化社会の問題・課題】 

現代の情報環境は【情報過多・フェイクニュース・エコーチェンバー・フィル

ターバブル・炎上・プライバシー侵害】などの問題を抱えている。総務省の調

査によると、【具体的なデータ・SNS利用状況・情報への接触】が示されてお



り、【情報の真偽判定・多角的視点・批判的思考】の不足が社会問題化してい

る。 

 

特に【政治・健康・災害・科学技術】などの分野では、【具体例・誤情報の影

響・社会への悪影響】のように、不正確な情報が深刻な結果をもたらす場合が

ある。 

 

【本論 2：メディアリテラシーの重要性・効果】 

メディアリテラシーとは【情報の収集・評価・活用・発信】を適切に行う能力

である。この能力を身につけることで、【批判的思考・多角的な判断・建設的

な議論・民主的な参加】が可能になる。 

 

【メディアリテラシー教育・成功事例】では、【具体的なプログラム・教育手

法・成果】により【情報判断力の向上・健全な議論・社会参加の促進】を実現

している。 

 

【本論 3：情報リテラシー向上の方策】 

情報リテラシーの向上には【学校教育・社会教育・生涯学習】の全段階での取

り組みが重要である。【具体的な教育内容・指導方法・評価基準】として、

【情報源の確認・複数情報の比較・背景の理解・影響の考慮・責任ある発信】

などのスキルを体系的に学習する必要がある。 

 

また【メディア・プラットフォーム・政府】の責任として、【透明性の確保・

アルゴリズムの改善・ファクトチェック・規制と自由のバランス】も重要であ

る。 

 

【結論：健全な情報社会の実現】 

メディア・情報リテラシーは【民主主義の基盤・健全な社会の前提・個人の自

由の保障】に関わる重要な能力である。【全ての人が・正確な情報に基づい

て・自由で責任ある判断】を行える社会を実現することが、情報化時代を生き

る私たちの重要な課題である。 

 

📖 テンプレート活用の実践ガイド 



効果的な使い方の 5 つのポイント 

1. テーマに応じた適切なテンプレート選択 

• 社会問題系: 現状分析→原因究明→解決策提示の流れ 

• 価値観系: 問題提起→多角的検討→バランスの取れた結論 

• 教育系: 現状把握→理想像提示→実現方策の具体化 

• 経済系: 現状分析→成功事例研究→実現可能な提案 

2. 【】内の効果的な置き換え方 

ダメな例: 

【社会問題】→「いじめ問題」 

【対策】→「がんばる」 

良い例: 

【社会問題】→「SNSを舞台とした匿名性を悪用したサイバーいじめの深刻

化」 

【対策】→「デジタル・シティズンシップ教育の体系的導入と加害者への適切

な法的措置」 

3. 根拠・データの効果的な挿入 

統計データの活用例: 

• 「文部科学省の調査によると、○○が××％に達している」 

• 「OECD 諸国との比較では、日本は△△で□□位となっている」 

事例・成功例の活用例: 

• 「フィンランドの教育制度では...」 

• 「シンガポールの都市計画において...」 

4. 文字数調整のテクニック 

文字数が足りない場合: 



• 具体例・事例を追加 

• 反対意見とその反駁を挿入 

• 将来展望・長期的視点を拡充 

文字数が多すぎる場合: 

• 重複表現の削除 

• 具体例を 1つに絞る 

• 結論部分の簡潔化 

5. 独自性・オリジナリティの追加方法 

体験談の効果的活用: 

「私自身、○○を体験した際に△△を実感した。この経験から...」 

独自の視点・切り口: 

「一般的には××という観点で論じられることが多いが、□□の視点から考え

ると...」 

分野別・頻出度ランキング 

超頻出（必ず対策すべき） 

1. 少子高齢化問題（社会学部・経済学部・医療系） 

2. 環境・気候変動（理工系・環境学部・国際系） 

3. 教育問題（教育学部・文学部・心理学部） 

4. AI・デジタル化（理工系・経営学部・情報系） 

5. 働き方改革（経営学部・法学部・社会学部） 

頻出（できれば対策したい） 

6. グローバル化（国際系・経済学部・言語系） 

7. 地方創生（地域学部・経済学部・農学部） 

8. 医療・介護（医療系・社会学部・福祉系） 

9. 多様性・共生（社会学部・国際系・教育学部） 

10. 企業の社会的責任（経営学部・経済学部） 



よくある失敗パターンと対策 

失敗パターン 1：「テンプレート丸写し」 

対策: 【】内を埋めるだけでなく、文章全体を自分の言葉で書き直す 

失敗パターン 2：「表面的な内容」 

対策: 具体的なデータ・事例・固有名詞を積極的に使用 

失敗パターン 3：「一面的な議論」 

対策: 必ず反対意見・課題・限界も言及 

失敗パターン 4：「結論が弱い」 

対策: 「〜と思う」ではなく「〜である」「〜すべきである」で断言 

練習方法・上達のコツ 

段階別練習法 

初級段階（1-2週間） 

• テンプレートの【】を埋めて 300-400 字で書く練習 

• 構成に慣れることを最優先 

• 1 日 1 テーマ、週 5日継続 

中級段階（2-3週間） 

• 600-800 字で本格的な論述 

• データ・事例の収集・活用 

• 多角的な視点を意識 

上級段階（2-3週間) 

• 独自の視点・切り口の開発 

• より説得力のある論証 

• 時間制限での執筆練習 



このテンプレート集を活用して、小論文の実力向上と合格を目指してください！ 


